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１ はじめに

水源かん養機能の回復を早期に図るために実施してきた水源林造成事業は、開始から

概ね５０年を迎え、主伐を迎えようとしています。また、従来の除・間伐に加え、近年

は防災対策・地球温暖化防止対策の一環としての間伐の促進にも力を入れています。

間伐等の適切な森林整備を行うためには、森林へのアクセスを確保する林内路網の整

備が不可欠です。

林内路網を形成する道の種類は、「林道」、「作業道」及び「作業路」があり、その開

設目的や利用形態等に応じて配置されます。

森林農地整備センターは、事業の作業効率向上及び林業労働者の就労条件の改善を図

ることを目的として、全幅員３ｍの幹線作業道及び全幅員２ｍの支線作業道を開設して

きました。

現在、間伐施業が増大する中、間伐材の搬出に当たっては、積載量２トン程度の小型

トラックや林内作業車で、大型トラックが通行可能な林道等まで搬出し、大型トラック

に材を積み替えて市場等へ搬出している場合が多く、非効率となっている状況です。

今後、本格的な収穫業務の実施及び事業の長伐期化・複層林化を推進する中で、間伐

材等を効率的に運搬するためには、一定規模の車両が通行可能な規格・構造とすること

が有効です。



２ 取り組みの概要・経過

一定規模の対象地域において、一定規模のトラックが通行可能な規格・構造を有した

全幅員４ｍ、有効幅員３ｍ（地形の状況その他やむを得ない場合は全幅員３．５ｍ、有

効幅員３ｍ）の作業道を基幹作業道と位置づけ、幹線・支線作業道を含めて効率的・効

果的に配置することにより、継続的に造林施業及び収穫業務を行うこととしました。

当センターは、基幹作業道の整備を可能な限り推進するために、路網整備検討委員会

を立ち上げて、必要な事項について検討するとともに、森林総合研究所林業工学研究領

域長のご指導を仰ぎ、「基幹作業道設置要領」、「基幹作業道の規格・構造」等を定め、

この基本的な考えに基づき、それぞれの地域に適合した合理的かつ効果的な施工方法に

より基幹作業道を適切に整備することとしました。

平成２１年９月１１日、九州森林管理局において、九州地域における森林の持つ多面

的機能の維持増進に向け、九州森林管理局、日本製紙株式会社、住友林業株式会社、王

子製紙株式会社、王子木材緑化株式会社、九州横井林業株式会社及び、森林農地整備セ

ンターは、「九州地域における森林整備に関する覚書」を締結しました。併せて、熊本

県球磨郡五木村折立地区内外に所在する造林地３，９３５haについて、熊本南部森林管

理署、住友林業株式会社日向山林事業所、九州横井林業株式会社及び森林農地整備セン

ター九州整備局熊本水源林整備事務所は、熊本県球磨地域振興局長、五木村長、山江村

長の立ち会いの下、「五木地域森林整備推進協定書」を締結しました。

協定区域内にある五木村の折立造林地は、今後９年間で概ね１３０haの間伐を計画し

ています。協定の締結により、これまで利用していた作業道に加え、隣接する森林に設

置された作業道を利用することが出来ることとなり、路網の整備が充実され運搬距離が

短縮したことと、隣接地に設置されている作業道が大型車の通行が可能であることから、

これまで２ｔ車でしか運搬出来なかった木材が、８ｔ車による運搬可能となり、運搬コ

ストが縮減されました。また、今後は高性能作業機械による施業が可能となることから、

さらなるコストの縮減が期待できます。



水源林造成事業は、収穫業務のウエイトが大きくなる中で、木材の搬出にかかるコス

ト縮減が大きな課題となっています。

伐採した木材の、搬出ロットを大きくすることは、コスト縮減に大変有効です。

また、事業主が単独で森林整備施業を実施するよりも、同じ目的を持った森林所有者

・管理者が連携・協力をすれば、間伐等の森林整備がより効率的に推進され、地域林業

の活性化が図れると考えています。

森林農地整備センター九州整備局は、今後も、九州各県に於いて森林所有者・管理者

との連携・協力を推進する取り組みを続けていきます。


